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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．当社には、非連結子会社及び関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しており

ません。  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第25期

第２四半期 
累計期間 

第26期
第２四半期 
累計期間 

第25期
第２四半期 
会計期間 

第26期 
第２四半期 
会計期間 

第25期

会計期間 

自平成20年
９月１日 

至平成21年 
２月28日 

自平成21年
９月１日 

至平成22年 
２月28日 

自平成20年
12月１日 

至平成21年 
２月28日 

自平成21年 
12月１日 

至平成22年 
２月28日 

自平成20年
９月１日 

至平成21年 
８月31日 

売上高（千円）  1,212,768  1,150,487  543,425  537,012  2,408,684

経常利益（千円）  74,339  68,985  6,829  12,952  121,845

四半期（当期）純利益（千円）  43,171  40,307  3,308  7,092  66,212

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） － －  203,087  203,087  203,087

発行済株式総数（株） － －  9,215  9,215  9,215

純資産額（千円） － －  603,484  666,832  626,525

総資産額（千円） － －  1,009,650  1,082,219  1,039,994

１株当たり純資産額（円） － －  65,489.40  72,363.85  67,989.75

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 4,684.96  4,374.10  358.99  769.67  7,185.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 4,670.76  4,364.63  357.94  769.17  7,160.44

１株当たり配当額（円）  －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  59.8  61.6  60.2

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 120,817  37,040 － －  157,417

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,491  △1,972 － －  △320,680

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 －  △2,141 － －  △1,381

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  700,344  449,300  416,372

従業員数（人） － －  115  97  113
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 当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者数（パートタイマー）の当第２四半期会計

期間の平均雇用人員（８時間換算）を記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年２月28日現在

従業員数（人） 97  (70)
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(1）生産実績 

 当第２四半期会計期間の生産実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、売上原価によっております。 

２．金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は、受注から販売までの所要日数が短く、常に受注残高は僅少であり、期中の受注高と販売実績とがほぼ対

応するため、記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当第２四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。   

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

  

  

  

  

 当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業別 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

  
前年同期比（％）  

  

新聞発行事業（千円）  137,992  100.4

販売促進総合支援事業（千円）  8,842  70.1

その他の事業（千円）  13,039  107.6

合計（千円）  159,874  98.6

事業別 
当第２四半期会計期間

（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

  
前年同期比（％）  

  

新聞発行事業（千円）  347,103  98.2

折込チラシ配布事業（千円）  161,746  101.0

販売促進総合支援事業（千円）  14,268  83.4

その他の事業（千円）  13,893  108.4

合計（千円）  537,012  98.8

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況 

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、世界金融危機の影響により景気低迷が続く中、内外経済対策によ

り企業収益は改善傾向がみられるものの、雇用情勢は依然として厳しく、海外景気の下振れ懸念やデフレの影響な

ど、景気を下押しするリスクが存在し、先行き不透明な状況が続いております。 

当社の属するフリーペーパー・フリーマガジン市場は、媒体及びターゲットの多様化が進んでおりますが、景気

悪化に伴う広告出稿頻度の低下や、競合他社との価格競争など、依然として厳しい経営環境が続いております。 

このような状況の下、当社は現在発行している千葉県45エリア（版）、埼玉県４エリア（版）に経営資源を集中

し、基盤事業である新聞発行事業、折込チラシ配布事業の業績向上により、業績の更なる回復に努めてまいりまし

た。既存のお客様への継続的な訪問をより強化し、エリア（版）ごとのお客様と継続的な取引を維持するととも

に、新規取引顧客の拡大を図ってまいりました。 

以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は537,012千円(前年同期比1.2％減）、経常利益は12,952千円（前年

同期比89.7％増）、四半期純利益は7,092千円（前年同期比114.4％増）となりました。   

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の増加が、

投資活動による資金の減少を上回ったため、当第１四半期会計期間末に比べ8,793千円増加し、当第２四半期会計期

間末には449,300千円となりました。 

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間において営業活動の結果得られた資金は、11,971千円（前年同期比33.9％増）となりま

した。これは、主に税引前四半期純利益12,952千円に加え、売上債権の減少（16,623千円）や棚卸資産の減少

（9,594千円）等の増加要因が、仕入債務の減少（25,803千円）等の減少要因を上回ったことによるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

当第２四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は、2,103千円（前年同期比51.6％増）となりま

した。これは、主に敷金及び保証金の差入による支出（1,410千円）によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は、1,074千円となりました。これは、ファイナ

ンス・リース債務の返済による支出（1,074千円）によるものであります。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期会計期間末において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。また、新たに確定した重要

な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注)「提出日現在発行数」欄には、平成22年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

  発行された株式数は含まれておりません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  20,000

計  20,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数（株） 
（平成22年２月28日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成22年４月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  9,215  9,215
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 

当社は単元株制度は採

用しておりません。 

計  9,215  9,215 － － 
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 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年８月22日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げます。 

上記計算において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし

ます。 

２．株式分割または株式併合を行う場合は、次の計算により、行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げま

す。 

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職等による権利を喪失した数を控除しておりま

す。 

４．平成15年12月19日開催の取締役会決議により、平成16年１月23日付で１株を４株に分割しております。 

これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の

行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

（２）【新株予約権等の状況】

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年２月28日） 

新株予約権の数（個）  1

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  4

新株予約権の行使時の払込金額（円）  12,500

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月23日 

至 平成22年８月22日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   12,500 

資本組入額   6,250 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は、権利行使時においても、当社または当社子

会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合にはこの限りではない。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めな

い。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡及び質入等の処分はできない。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価 

既発行株式数＋新発行株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率
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② 平成17年７月８日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げます。 

上記計算において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし

ます。 

２．株式分割または株式併合を行う場合は、次の計算により、行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げま

す。 

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職等による権利を喪失した数を控除しておりま

す。 

区分 
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年２月28日） 

新株予約権の数（個）  127

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  127

新株予約権の行使時の払込金額（円）  65,000

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月９日 

至 平成23年７月８日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   65,000 

資本組入額  32,500 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は、権利行使時においても、当社または当社子

会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合にはこの限りではない。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めな

い。 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前の払込金額 

既発行株式数＋新発行株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率
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 会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

③ 平成18年８月３日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が行使価額を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるものを除く）は、次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げます。 

上記計算において「既発行株式数」とは、発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とし

ます。 

２．株式分割または株式併合を行う場合は、次の計算により、行使価額を調整し、１円未満の端数は切上げま

す。 

３．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、退職等による権利を喪失した数を控除しておりま

す。 

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成22年２月28日） 

新株予約権の数（個）  219

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  219

新株予約権の行使時の払込金額（円）  150,000

新株予約権の行使期間 
自 平成20年８月４日 

至 平成25年８月３日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   150,000 

資本組入額  75,000 

新株予約権の行使の条件 

被付与者は、権利行使時においても、当社または当社子

会社の取締役もしくは従業員の地位にあることを要す。

ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理

由のある場合にはこの限りではない。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めな

い。 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

  
既発行株式数＋

新発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前の払込金額 

既発行株式数＋新発行による増加株式数 

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１ 

分割・併合の比率
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 該当事項はありません。 

  

  

  

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年12月１日～

平成22年２月28日  
 －  9,215  －  203,087  －  133,087

（５）【大株主の状況】

  平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 近間 之文      千葉県印西市     3,793  41.16

 近間 久子  千葉県印西市  248  2.69

 関 房子          千葉市稲毛区  191  2.07

 城脇 安弘  千葉県我孫子市  161  1.75

 近間 卓也  埼玉県和光市  160  1.74

 堀 薫  千葉県印旛郡栄町  150  1.63

 地域新聞社従業員持株会  千葉県八千代市高津６７８－２  149  1.62

 春木 清隆  千葉県八千代市  140  1.52

 水谷 聡  神戸市東灘区  130  1.41

 伊藤 美和  東京都西東京市    115  1.25

計 －  5,237  56.83
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①【発行済株式】  

  

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成22年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  9,215  9,215 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  9,215 － － 

総株主の議決権 －  9,215 － 

  平成22年２月28日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ －  －  －  －  －

計 －  －  －  －  －

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
９月 

10月 11月 12月
平成22年
１月 

２月

最高（円）  76,800  77,000  63,000  42,600  43,700  48,150

最低（円）  59,000  62,600  34,700  36,000  39,000  38,850
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 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りであります。 

 (1)新任役員 

 （注）平成22年２月26日開催の臨時株主総会の終結の時から平成22年８月期に係る定時株主総会の終結の時までで

   あります。 

  

 (2)退任役員 

  

  (3)役職の異動 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

３【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（株） 就任年月日

取締役 
営業本部

本部長  
山田 旬 昭和45年８月20日生

平成16年２月 当社入社    

平成18年９月 当社千葉支社支社長

平成21年９月

  
平成22年１月

平成22年２月

当社営業本部副本部長兼千葉

支社支社長 
当社営業本部本部長（現任）

当社取締役就任（現任） 

 （注）  5
平成22年

２月26日 

取締役 
総務部部

長  
三島 崇史 昭和52年５月18日生

平成17年４月 当社入社

平成18年３月 当社管理部課長

平成19年２月

平成22年２月

当社総務部部長（現任）

当社取締役就任（現任）

 （注）  4
平成22年

２月26日 

取締役 
管理部部

長  
宮本 浩二 昭和43年９月26日生

平成19年12月 当社入社

当社業務本部付部長  
平成20年７月 当社経理部長

平成22年１月

平成22年２月

当社管理部部長（現任）

当社取締役就任（現任）

 （注）  15
平成22年

２月26日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役副社長 業務本部長 春木 清隆 平成21年12月20日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 業務本部長 取締役 
営業本部本部長兼
東葛支社支社長 

稲葉 栄一 平成22年１月１日
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期会計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20

年９月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年２月28日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年12月１日から平成

21年２月28日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年９月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21

年９月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受

けております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

  

  

  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年２月28日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 749,300 716,372

売掛金 222,575 207,250

商品 31 10

配布品 － 7,058

貯蔵品 275 290

前払費用 7,492 8,534

繰延税金資産 13,769 12,589

未収入金 105 3

未収利息 975 －

その他 2,378 975

貸倒引当金 △5,000 △6,000

流動資産合計 991,902 947,086

固定資産   

有形固定資産   

建物 36,963 36,459

減価償却累計額 △28,638 △27,736

建物（純額） 8,324 8,723

構築物 393 393

減価償却累計額 △368 △365

構築物（純額） 25 28

機械及び装置 2,790 2,790

減価償却累計額 △2,420 △2,321

機械及び装置（純額） 369 469

車両運搬具 1,500 1,500

減価償却累計額 △1,292 △1,233

車両運搬具（純額） 207 266

工具、器具及び備品 15,983 15,739

減価償却累計額 △14,017 △13,694

工具、器具及び備品（純額） 1,966 2,044

リース資産 8,490 8,490

減価償却累計額 △2,122 △707

リース資産（純額） 6,367 7,782

有形固定資産合計 17,261 19,314

無形固定資産   

ソフトウエア 1,062 1,440

リース資産 5,405 6,095

その他 5,003 5,003

無形固定資産合計 11,470 12,538
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成22年２月28日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年８月31日) 

投資その他の資産   

敷金及び保証金 28,976 28,114

破産更生債権等 2,982 4,460

繰延税金資産 32,607 32,940

貸倒引当金 △2,982 △4,460

投資その他の資産合計 61,583 61,055

固定資産合計 90,316 92,908

資産合計 1,082,219 1,039,994

負債の部   

流動負債   

買掛金 93,860 113,591

リース債務 4,372 4,312

未払金 132,935 125,395

未払法人税等 31,907 24,076

未払消費税等 ※  11,930 13,759

前受金 9,375 10,516

預り金 26,490 17,432

賞与引当金 21,735 20,250

その他 187 382

流動負債合計 332,794 329,716

固定負債   

リース債務 8,311 10,512

退職給付引当金 74,280 73,240

固定負債合計 82,591 83,753

負債合計 415,386 413,469

純資産の部   

株主資本   

資本金 203,087 203,087

資本剰余金 133,087 133,087

利益剰余金 330,657 290,350

株主資本合計 666,832 626,525

純資産合計 666,832 626,525

負債純資産合計 1,082,219 1,039,994
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年９月１日 

 至 平成22年２月28日) 

売上高 1,212,768 1,150,487

売上原価 352,424 335,913

売上総利益 860,344 814,573

販売費及び一般管理費 ※  787,211 ※  746,747

営業利益 73,132 67,825

営業外収益   

受取利息 114 993

法人税等還付加算金 540 －

雑収入 551 360

営業外収益合計 1,207 1,354

営業外費用   

支払利息 － 193

雑損失 － 1

営業外費用合計 － 194

経常利益 74,339 68,985

特別損失   

固定資産除却損 35 －

減損損失 492 －

特別損失合計 528 －

税引前四半期純利益 73,811 68,985

法人税、住民税及び事業税 39,217 29,524

法人税等調整額 △8,577 △846

法人税等合計 30,639 28,678

四半期純利益 43,171 40,307
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【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成21年12月１日 
 至 平成22年２月28日) 

売上高 543,425 537,012

売上原価 162,143 159,874

売上総利益 381,282 377,138

販売費及び一般管理費 ※  375,212 ※  364,637

営業利益 6,069 12,500

営業外収益   

受取利息 21 497

法人税等還付加算金 540 －

雑収入 198 47

営業外収益合計 760 545

営業外費用   

支払利息 － 92

営業外費用合計 － 92

経常利益 6,829 12,952

特別損失   

固定資産除却損 35 －

減損損失 492 －

特別損失合計 528 －

税引前四半期純利益 6,301 12,952

法人税、住民税及び事業税 △4,682 △920

法人税等調整額 7,676 6,780

法人税等合計 2,993 5,860

四半期純利益 3,308 7,092
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年９月１日 

 至 平成21年２月28日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年９月１日 

 至 平成22年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 73,811 68,985

減価償却費 1,767 3,868

減損損失 492 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,173 △2,477

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,065 1,485

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,967 1,040

受取利息及び受取配当金 △114 △993

支払利息 － 193

固定資産除却損 35 －

売上債権の増減額（△は増加） 16,659 △13,846

たな卸資産の増減額（△は増加） △140 7,052

仕入債務の増減額（△は減少） △9,905 △19,730

未払金の増減額（△は減少） △459 7,541

その他 10,805 5,902

小計 102,156 59,020

利息及び配当金の受取額 114 18

利息の支払額 － △194

法人税等の支払額 △607 △21,802

法人税等の還付額 19,154 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 120,817 37,040

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 － △748

無形固定資産の取得による支出 △1,102 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △1,410

その他 △389 186

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,491 △1,972

財務活動によるキャッシュ・フロー   

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △2,141

財務活動によるキャッシュ・フロー － △2,141

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 119,326 32,927

現金及び現金同等物の期首残高 581,017 416,372

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  700,344 ※  449,300
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

 該当事項はありません。 

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

 該当事項はありません。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

 該当事項はありません。 

2010/04/09 9:02:1410643146_第２四半期報告書_20100409090154

- 18 -



  

  

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末 
（平成22年２月28日） 

前事業年度末 
（平成21年８月31日） 

※ 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ流動負債

 の「未払消費税等」として表示しております。 

 － 

  

（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。  

配布業務委託料        千円280,646

貸倒引当金繰入額      千円2,499

貸倒損失 千円710

役員報酬   千円50,700

給与手当   千円177,019

雑給 千円45,418

賞与    千円18,690

賞与引当金繰入額 千円16,185

退職給付費用 千円4,572

地代家賃 千円24,526

賃借料 千円16,170

減価償却費 千円1,238

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。  

配布業務委託料        千円277,991

貸倒引当金繰入額      千円96

貸倒損失 千円307

役員報酬   千円44,950

給与手当   千円155,112

雑給 千円45,475

賞与    千円13,362

賞与引当金繰入額 千円17,535

退職給付費用 千円5,368

地代家賃 千円26,882

賃借料 千円12,184

減価償却費 千円2,028

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。  

配布業務委託料   千円129,229

貸倒引当金繰入額 千円△98

貸倒損失    千円640

役員報酬 千円25,350

給与手当 千円87,124

雑給 千円21,797

賞与 千円18,690

賞与引当金繰入額 千円△2,822

退職給付費用 千円2,162

地代家賃 千円11,994

賃借料 千円8,251

減価償却費 千円619

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

 のとおりであります。  

配布業務委託料   千円130,484

貸倒引当金繰入額 千円△651

貸倒損失    千円300

役員報酬 千円20,350

給与手当 千円76,524

雑給 千円21,684

賞与 千円13,362

賞与引当金繰入額 千円4,172

退職給付費用 千円3,502

地代家賃 千円13,245

賃借料 千円6,018

減価償却費 千円1,030
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年２月28日現在） （平成22年２月28日現在）

  

  （千円）

現金及び預金勘定   700,344

現金及び現金同等物   700,344

  （千円）

現金及び預金勘定   749,300

預入期間が３か月を超える定期預金   △300,000

現金及び現金同等物   449,300
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当第２四半期会計期間末（平成22年２月28日）及び当第２四半期累計期間（自 平成21年９月１日 至 平成22

年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 9,215株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

 当社は有価証券を保有していないため、該当事項はありません。 

  

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

  

２．当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

 （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期会計期間末 
（平成22年２月28日） 

前事業年度末 
（平成21年８月31日） 

１株当たり純資産額 72,363.85円 １株当たり純資産額 67,989.75円

  
当第２四半期会計期間末
（平成22年２月28日） 

前事業年度末
（平成21年８月31日） 

 純資産の部の合計額（千円）  666,832  626,525

純資産の部の合計額から控除する金額（千円）   －  －

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 
（千円） 

 666,832  626,525

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
（期末）の普通株式の数（株） 

 9,215  9,215

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額 4,684.96円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
4,670.76円

１株当たり四半期純利益金額 4,374.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
4,364.63円

  
前第２四半期累計期間

（自 平成20年９月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期累計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  43,171  40,307

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  43,171  40,307

期中平均株式数（株）  9,215  9,215

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  28  20

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ － 
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 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

  

 リース取引開始日が平成20年８月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期会計期間においては前事業年度末に比べて著しい変動

は認められないため、記載を省略しております。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額 358.99円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
357.94円

１株当たり四半期純利益金額 769.67円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
769.17円

  
前第２四半期会計期間

（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第２四半期会計期間
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益（千円）  3,308  7,092

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  3,308  7,092

期中平均株式数（株）  9,215  9,215

             

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額            

四半期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  27  6

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要 

－ － 

（重要な後発事象）

当第２四半期会計期間
（自 平成21年12月１日 
至 平成22年２月28日） 

 該当事項はありません。 

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年４月９日

株式会社地域新聞社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 堀切 進  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小出 健治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社地域新

聞社の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの第25期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年12月１日から平成

21年２月28日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年９月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社地域新聞社の平成21年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年４月８日

株式会社地域新聞社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 堀切 進  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小出 健治  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社地域新

聞社の平成21年９月１日から平成22年８月31日までの第26期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年12月１日から平成

22年２月28日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年９月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社地域新聞社の平成22年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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